
○ 介護保険法（抜粋）  

（平成九年十二月十七日）  

（法律第百二十三号）  

第八条 この法律において「居宅サービス」とは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リ   

ハビリテーション、居宅療養管理指導、適所介護、適所リハビリテーション、短期入所生活介   

護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売をいい、   

「居宅サービス事業」とは、居宅サービスを行う事業をいう。  

12 この法律において「福祉用具貸与」とは、居宅要介護者について福祉用具（心身の機能が低   

下し日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上の便宜を図るための用具及び要介   

護者等の機能訓練のための用具であって、要介護者等の日常生活の自立を助けるためのものを   

いう。次項並びに次条第十二項及び第十三項において同じ。）のうち厚生労働大臣が定めるもの   

の政令で定めるところにより行われる貸与をいう。  

13 この法律において「特定福祉用具販売」とは、居宅要介護者について福祉用具のうち入浴又   

は排せつの用に供するものその他の厚生労働大臣が定めるもの（以下「特定福祉用具」という。）   

の政令で定めるところにより行われる販売をいう。  

（居宅介護サービス費の支給）  

第四十一条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険者」という。）のう   

ち居宅において介護を受けるもの（以下「居宅要介護被保険者」という。）が、都道府県知事が   

指定する者（以下「指定居宅サービス事業者」という。）から当該指定に係る居宅サービス事業   

を行う事業所により行われる居宅サービス（以下「指定居宅サービス」という。）を受けたとき   

は、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用（特定福祉用具の購   

入に要した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療   

養介護及び特定施設入居者生活介護に要した費用については、食事の提供に要する費用、滞在   

に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下こ   

の条において同じ。）について、居宅介護サービス費を支給する。ただし、当該居宅要介護被保   

険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類   

以外の居宅サービスを受けたときは、この限りでない。  

2 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場合に   

限り、支給するものとする。  

3 指定居宅サービスを受けようとする居宅要介護被保険者は、厚生労働省令で定めるところに   

より、自己の選定する指定居宅サービス事業者について、被保険者証を提示して、当該指定居   

宅サービスを受けるものとする。  

4 居宅介護サービス責の額は、次の各号に掲げる居宅サービスの区分に応じ、当該各号に定め   

る額とする。   

－  訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、適所   

介護、通所t」ハビリテーション及び福祉用具貸与これらの居宅サービスの種類ごとに、当該   

居宅サービスの種類に係る指定居宅サービスの内容、当該指定居宅サービスの事業を行う事   



業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定居宅サービスに要する平均的な費用   

（適所介護及び通所リハビリテーションに要する費用については、食事の提供に要する費用   

その他の日常生活に要する責用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚   

生労働大臣が定める基準により算定した費用の植（その植が現に当該指定居宅サービスに要  

した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに要した費用の額とする。）の百分  

の九十に相当する植   

二 短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護これらの居宅サービス   

の種類ごとに、要介護状態区分、当該居宅サービスの種類に係る指定居宅サービスの事業を   

行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定居宅サービスに要する平均的な   

費用（食事の提供に要する貴用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚   

生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した   

費用の植（その額が現に当該指定居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に   

指定居宅サーービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額  

5 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審議会の意   

見を聴かなければならない。  

6 居宅要介護被保険者が指定居宅サービス事業者から指定居宅サービスを受けたとき（当該居   

宅要介護被保険者が第四十六条第四項の規定により指定居宅介護支援を受けることにつきあら   

かじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定居宅サービスが当該指定居宅介護支援の   

対象となっている場合その他の厚生労働省令で定める場合に限る。）は、市町村は、当該居宅要   

介護被保険者が当該指定居宅サービス事業者に支払うべき当該指定居宅サービスに要した費用   

について、居宅介護サービス費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限度にお   

いて、当該居宅要介護被保険者に代わり、当該指定居宅サービス事業者に支払うことができる。  

7 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護被保険者に対し居宅介護サービス真の支   

給があったものとみなす。  

8 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスその他のサービスの提供に要した費用につき、   

その支払を受ける際、当該支払をした居宅要介護被保険者に対し、厚生労働省令で定めるとこ   

ろにより、領収証を交付しなければならない。  

9 市町村は、指定居宅サービス事業者から居宅介護サービス費の請求があったときは、第四境   

各号の厚生労働大臣が定める基準及び第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の   

設備及び運営に関する基準（指定居宅サービスの取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査   

した上、支払うものとする。  

10 市町村は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を連合会に委託することができる。  

11 前項の規定による委託を受けた連合会は、当該委託をした市町村の同意を得て、厚生労働省   

令で定めるところにより、当該委託を受けた事務の一部を、営利を目的としない法人であって   

厚生労働省令で定める要件に該当するものに委託することができる。  

12 前各項に規定するもののほか、居宅介護サービス費の支給及び指定居宅サービス事業者の居   

宅介護サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。  
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（居宅介護福祉用具購入費の支給）  

第四十四条 市町村は、居宅要介護被保険者が、特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業   

者から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所において販売される特定福祉用具を購入   

したときは、当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護福祉用具購入費を支給する。  

2 居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場   

合に限り、支給するものとする。  

3 居宅介護福祉用具購入費の額は、現に当該特定福祉用具の購入に要した費用の額の百分の九   

十に相当する額とする。  

4 居宅要介護被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購入した特定福   

祉用具につき支給する居宅介護福祉用具購入費の額の総額は、居宅介護福祉用具購入費支給限   

度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当す   

る額を超えることができない。  

5 前項の居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省令で定める期   

間における特定福祉用具の購入に通常要する責用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。  

6 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の居宅介護福祉用   

具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村における居宅介護福祉用   

具購入費支給限度基準額とすることができる。  

7 居宅介護福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規定する百   

分の九十に相当する額を超える場合における当該居宅介護福祉用具購入費の額は、第三項の規   

定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。  

（介護予防サービス費の支給）  

第五十三条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において支援を受けるもの（以   

下「居宅要支援被保険者」という。）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定介護予防サー   

ビス事業者」という。）から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所により行われる   

介護予防サービス（以下「指定介護予防サービス」という。）を受けたとき（当該居宅要支援被   

保険者が、第五十八条第四項の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けるこ   

とにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定介護予防サービスが当該指   

定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めるときに限る。）は、当該   

居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防サービスに要した費用（特定介護予防福祉用具   

の購入に要した費用を除き、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、介護予防   

短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定施設入居者生活介護に要した   

費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用   

として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）について、介護予防サー   

ビス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定   

を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の介護予防サービスを受けたときは、こ   

の限りでない。  

2 介護予防サービス真の額は、次の各号に掲げる介護予防サービスの区分に応じ、当該各号に   

定める額とする。  
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一  介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテ   

ーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護予防適所リハビリテーショ  

ン及び介護予防福祉用具貸与 これらの介護予防サービスの種類ごとに、当該介護予防サー  

ビスの種類に係る指定介護予防サービスの内容、当該指定介護予防サービスの事業を行う事  

業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定介護予防サービスに要する平均的な費   

用（介護予防適所介護及び介護予防通所リハビリテーションに要する費用については、食事   

の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除  

く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した責用の額（その額が現に当該   

指定介護予防サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定介護予防サービスに   

要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額   

二 介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定施設入居者生活   

介護 これらの介護予防サービスの種類ごとに、要支援状態区分、当該介護予防サービスの   

種矧こ係る指定介護予防サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定され  

る当該指定介護予防サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用、滞在に要す   

る費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案  

して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定介護予防サ   

ービスに要した費用の嶺を超えるときは、当該現に指定介護予防サービスに要した費用の額  

とする。）の百分の九十に相当する額  

3 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審議会の意   

見を聴かなければならない。  

4 居宅要支援被保険者が指定介護予防サービス事業者から指定介護予防サービスを受けたと   

きは、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当該指定介護予防サービス事業者に支払うべき当   

該指定介護予防サービスに要した費用について、介護予防サービス費として当該居宅要支援被   

保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅要支援被保険者に代わり、当該指定介護   

予防サービス事業者に支払うことができる。  

5 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し介護予防サービス費の支   

給があったものとみなす。  

6 市町村は、指定介護予防サービス事業者から介護予防サービス費の請求があったときは、第   

二項各号の厚生労働大臣が定める基準並びに第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サ   

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護事防サービスの   

事業の設備及び運営に関する基準（指定介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）に照   

らして審査した上、支払うものとする。  

7 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、介護予防サービス真の支給にっ   

いて、同条第八項の規定は、指定介護予防サービス事業者について準用する。この場合におし＼   

て、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。  

8 前各項に規定するもののほか、介護予防サービス真の支給及び指定介護予防サービス事業者   

の介護予防サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。  
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（介護予防福祉用具購入費の支給）  

第五十六条 市町村は、居宅要支援被保険者が、特定介護予防福祉用具販売に係る指定介護予防   

サービス事業者から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所において販売される特   

定介護予防福祉用具を購入したときは、当該居宅要支援被保険者に対し、介護予防福祉用具購   

入費を支給する。  

2 介護予防福祉用異購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と認める場   

合に限り、支給するものとする。  

3 介護予防福祉用具購入費の額は、現に当該特定介護予防福祉用具の購入に要した費用の額の   

百分の九十に相当する額とする。  

4 居宅要支援被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購入した特定介   

護予防福祉用具につき支給する介護予防福祉用具購入費の額の総額は、介護予防福祉用具購入   
章支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十   

に相当する嶺を超えることができない。  

5 前項の介護予防福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省令で定める期   

間における特定介護予防福祉用具の購入に通常要する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額   

とする。  

6 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の介護予防福祉用   

具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村こおける介護予防福祉用   

具購入費支給限度基準額とすることができる。  

7 －介護予防福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規定する百   

分の九十に相当する領を超える場合における当該介護予防福祉用具購入費の額は、第三項の規   

定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。   



○介護保険法施行令（抜粋）   

（平成十年十二月二十四日）   

（政令第四百十二号）  

（福祉用具の貸与の方法等）  

第三条の二 法第八条第十二項若しくは第十三項又は法第八条の二第十二項若しくは第十三   

項に規定する政令で定めるところにより行われる貸与又は販売は、居宅要介護者（法第八条第   

二項に規定する居宅要介護者をいう。）又は居宅要支援者（法第八条の二第二項に規定する居   

宅要支援者をいう。）が福祉用具（法第八条第十二項に規定する福祉用具をいう。以下この項   

において同じ。）を選定するに当たり、次の各号のいずれかに該当する者（以下この項及び第四   

項において「福祉用具専門相談員」という。）から、福祉用具に関する専門的知識に基づく助言   

を受けて行われる貸与又は販売とする。   

一 保健師   

看護師   

三 准看護師   

四 理学療法士   

五 作業療法士   

六 社会福祉士   

七 介護福祉士   

八 義肢装具士   

九 前条第一一項に規定する養成研修修了者（厚生労働省令で定める要件に該当する者に限る。）   

十 福祉用具専門相談員に関する講習であって厚生労働省令で定める基準に適合するものを  

行う者として都道府県知事が指定するもの（以下この項及び第三項において「福祉用異専門   

相談員指定講習事業者」という。）により行われる当該講習（以下この項及び次項において「福   

祉用具専門相談員指定講習」という。）の課程を修了し、当該福祉用具専門相談員指定講習事  

業者から当該福祉用具専門相談員指定講習を修了した旨の証明書の交付を受けた者  

2 前項第十号の事業者の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請   

により、次に掲げる要件を満たすと認められるものについて、当該都道府県知事が行う。   

一 福祉用具専門相談員指定講習を適正に実施する能力があると認められること。   

二 次に掲げる義務を適正に履行できると認められること。  

イ 前項第十号の証明書の交付を受けた者について、厚生労働省令で定める事項を記載した  

名簿を作成し、及びこれを都道府県知事に送付すること。  

ロ 厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該事業を廃止し、休止し、若し  

くは再開したときに、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を都道府  

県知事に届け出ること。   

ハ 福祉用具専門相談員指定講習の実施に関して都道府県知事が当該事業に関する情報の提  

供、当該事業の内容の変更その他の必要な指示を行った場合に、当該指示に従うこと。  

3 都道府県知事は、福祉用具専門相談員指定講習事業者が、前項各号に掲げる要件を満たすこ   

とができなくなったと認められるときは、第一項第十号の指定を取り消すことができる。  
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4 前三項に規定するもののほか、福祉用具専門相談員に関することその他の第一項の貸与又は   

販売の方法に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。   



○介護保険法施行規則（抜粋）   

（平成十一年三月三十一日）   

（厚生省令第三十六号）  

（福祉用具専門相談員）  

一 
第二十二条の三十一 令第三条の二等項第九号の厚生労働省令で定める要件は、第二十二条   

の二十三第一項に規定する介護職員基礎研修課程、一級課程及び二級課程を修了したこととす   

る。  

2 令第三条の二第一項第十号に規定する福祉用具専門相談員指定講習（以下この条から第二   

十二条の三十三までにおいて「講習」という。）は、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売並びに   

介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売の事業を行う場合において、福祉用具（法   

第八条第十二項に規定する福祉用具をいう。）の選定の援助、機能等の点検、使用方法の指導   

等に必要な知識及び技術を有する者の養成を図ることを目的として行われるものとする。  

3 講習は、講義、演習により行うものとし、その実施に当たっては、講習において修得するこ   

とが求められている知識及び技術の修得がなされていることにつき確認する等適切な方法によ   

り行われなければならない。  

（証明書の様式）  

第二十二条の三 十二 令第三条の二第一項第十号に規定する証明書の様式は、様式第十二号に   

よるものとする。  

（福祉用具専門相談員指定講習の指定の基準）  

第二十二条の三十三 令第三条の二第一項第十号の厚生労働省令で定める基準は、次のとおり   

とする。   

一 議習は、年に一回以上開催されること。   

二 講習の内容は、厚生労働大臣が定める内容以上であること。   

三 前号に規定する講習の内容を教授するのに必要な数の講師を有すること。   

四 講師は、講習の課程を教授するのに適当な看であること。  

（準用）  

第二十二条の三十四 第二十二条の二十六第一項（第六号を除く。）及び第二十二条の二十八か   

ら第二十二条の三十までの規定は、福祉用具専門相談員指定講習について準用する。この場合   

において、第二十二条の二十六第一項中「令第三条第一項第二号」とあるのは「令第三条の二   

第一項第十号」と、同項第四号中「学則」とあるのは「運営規程」と、第二十二条の二十八   

中「令第三条第二項第二号イ」とあるのは「令第三条の二第二項第二号イ」と、「養成研修修   

了者（同条第一項に規定する養成研修修了者をいう。）」とあるのは「同条第一項第十号の証   

明書の交付を受けた者」と、「研修」とあるのは「講習」と、「同条第一項」とあるのは「同号」   

と、第二十二条の二十九中「介護員養成研修事業者（令第三条第一項第二号に規定する介護員   

養成研修事業者をいう。以下同じ。）」とあるのは「福祉用具専門相談員指定講習事業者（令第   

三条の二第一項買十号に規定する福祉用具専門相談員指定講習事業者をいう。以下同じ。）」と、   

「第二十二条の二十六第一項各号（第八号については、当該指定に係る事業に関するものに限   

る。）若しくは第二項各号」とあるのは「第二十二条の三十四において準用する第二十二条の二  
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十六第一項各号（第八号については、当該指定に係る事業に関するものに限る。）」と、第二十  

二条の三十中「介護員養成研修事業者」とあるのは「福祉用具専門相談員指定講習事業者」と、  

「令第三条第二項第二号 イ」とあるのは「令第三条のこ第二項第二号イ」と読み替えるもの  

とする。  

（居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認める場合）  

第七十条 居宅介護福祉用具購入費は、当該居宅要介護被保険者の日常生活の自立を助けるため   

に必要と認められる場合に限り支給するものとする。  

2 居宅介護福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第七十二条に規定する居宅介護福   

祉用具購入費支給限度額管理期間において、 

用具（法第八条第十三項に規定する特定福祉用具をいう。以 

祉用具又は特定介護予防福祉用具（法第八条の二第十三項た規定する特定介護予防福祉用具を   

いう。以下同じ。）（当該購入した特定福祉用具と用途及び機能が著しく重なるものを除く。）を   

既に購入しており、かつ、その購入について居宅介護福祉用具購入費又は介護予防福祉用具購   

入費が支給されている場合については、支給しないものとする。ただし、当該既に購入した特   

定福祉用具又は特定介護予防福祉用具が破損した場合、当該居宅要介護被保険者の介護の必要   

の程度が著しく高くなった場合その他特別の事情がある場合であって、市町村が当該申請に係   

る居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認めるときは、この限りでない。  

（居宅介護福祉用具購入費の支給の申請）  

第七十一条 居宅介護福祉用具購入費の支給を受けようとする居宅要介護被保険者は、次に掲げ   

る事項を記載した申請書を提出しなければならない。   

－ 当該申請に係る特定福祉用具の種目、商品名、製造事業者名及び販売事業者名   

二 当該申請に係る特定福祉用具の購入に要した費用及び当該購入を行った年月日   

三 当該申請に係る特定福祉用具が必要である理由  

2 前項の申請書には、当該申請に係る特定福祉用具の購入に係る領収証及び当該特定福祉用具   

のパンフレットその他の当該特定福祉用具の概要を記載した書面を添付しなければならない。  

3 第一項の申請書には、当該申請書に居宅サービス計画を添付した場合であって、当該居宅サ   

ービス計画の記載により当該申請に係る特定福祉用具が必要であると認められるときは、同項   

の規定にかかわらず、同項第三号に掲げる事項の記載を要しない。  

（居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間）  

第七十二条 法第由十四条第四項の厚生労働省令で定める期間は、毎年四月一日からの十二月   

間（次条において「居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間」という。）とする。  

（居宅介護福祉用具購入章の上限額の算定方法）  

第七十三条 法第四十四条第四項の規定により算定する額は、同条第五項に規定する居宅介護   

福祉用具購入費支給限度基準額から、当該居宅介護福祉用具購入費支給限度鐘管理期間中に購   

入した特定介護予防福祉用具につき既に支給された法第五十六条第一項に規定するそれぞれ   

の介護予防福祉用具購入費の額に九十分の百を乗じて得た額の合計額を控除して得た額とする。  

（介護予防福祉用具購入費の支給が必要と認める場合）   



第八十九条 介護予防福祉用具購入費は、当該居宅要支援被保険者の日常生活の自立を助けるた   

めに必要と認められる場合に限り支給するものとする。  

2 介護予防福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第九十一条に規定する介護予防福   

祉用具購入費支給限度額管理期間において当該居宅要支援被保険者が当該購入した特定介護予   

防福祉用具と同一の種目の特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具（当該購入した特定介護予   

防福祉用具と用途及び機能が著しく異なるものを除く。）を既lこ購入しており、かつ、その購入   

について居宅介護福祉用具購入費又は介護予防福祉用具購入費を支給している場合については、   

支給しないものとする。ただし、当該既に購入した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具が   

破損した場合その他特別の事情がある場合であって、市町村が当該申請に係る介護予防福祉用   

具購入費の支給が必要と認めるときは、この限りでない。  

（介護予防福祉用具購入費の支給の申請）  

第九十条 介護予防福祉用具購入費の支給を受けようとする居宅要支援被保険者は、次に掲げる   

事項を記載した申請書を提出しなければならない。   

－ 当該申請に係る特定介護予防福祉用具の種目、商品名、製造事業者名及び販売事業者名   

二 当該申請に係る特定介護予防福祉用具の購入に要した費用及び購入を行った年月日   

三 当該申請に係る特定介護予防福祉用臭が必要である 理由  

2 前項の申請書には、当該申請に係る特定介護予防福祉用異の購入に係る領収証及び当該特定   

介護予防福祉用異のパンフレットその他の当該特定介護予防福祉用具の概要を記載した書面を   

添付しなければならない。  

3 第一項の申請書には、当該申請書に介護予防サービス計画を添付した場合であって、当該介   

護予防サービス計画の記載により当該申請に係る特定介護予防福祉用具が必要であると認めら   

れるときは、同項の規定にかかわらず、同項第三号に掲げる事項の記載を要しない。  

（介護予防福祉用具購入費支給限度額管理期間）  

第九十一条 法買五十六条第四項の厚生労働省令で定める期間は、毎年四月一日からの十二月   

間（次条において「介護予防福祉用具購入費支給限度額管理期間」という。）とする。  

（介護予防福祉用具購入費の上限額の算定方法）  

第九十二条 法第五十六条第四項甲規定により算定する額は、同条第五項に規定する介護予防   

福祉用具購入貴支給限度基準額から、当該介護予防福祉用具購入費支給限度額管理期間中に購   

入した特定福祉用異につき既に支給された法第四十四条第一項に規定するそれぞれの居宅介   

護福祉用具購入費の額に九十分の百を乗じて得た額の合計額を控除して得た経とする。  

（指定福祉用具貸与事業者に係る指定の申請等）  

第百二十四条 法第七十条第一項の規定に基づき福祉用具貸与に係る指定居宅サ岬ビス事業者   

の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当言封旨定に係る   

事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。   

一 事業所の名称及び所在地   

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び織  
名   

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日  
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四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等   

五 事業所の平面図及び設備の概要   

大 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴   

七 法第八条第十二項に規定する福祉用具の保管及び消毒の方法（指定居宅サービス等基準  

第二百三条第三項前段の規定により保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場  

合にあっては、当該他の事業者の名称及び主たる事務所の所在地並びに当該委託等に関する  

契約の内容） 

八 運営規程   

九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要   

十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態   

十一 当該申請に係る事業に係る資産の状況   

十二 当該申請に係る事業に係る居宅介護サービス真の請求に関する事項   

十三 誓約書   

十四 役員の氏名、生年月日及び住所   

十五 その他指定に閲し必要と認める事項  

2 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の   

二第一項の規定に基づき介護予防福祉用具貸与に係る指定介護予防サービス事業者の指定を   

受けている場合において、既に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十一号まで   

に掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略さ   

せることができる。  

3 法第七十条の二第一項の規定に基づき福祉用具貸与に係る指定居宅サービス事業者の指定   

の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十三号を除く。）に掲げる事垣及び次   

に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府   

県知事に提出しなければならない。   

一 現に受けている指定の有効期間満了日   

二 誓約書  

4 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事   

に提出している第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事   

項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。  

（指定特定福祉用具販売事業者に係る指定の申請等）  

第百二十五条 法第七十条第一項の規定に基づき特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事   

業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に   

係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。   

一 事業所の名称及び所在地   

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職  

名   

三・当該申請に係る事業の開始の予定年月日   

四  

五 事業所の平面図及び設備の概要  
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六 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴   

七 運営規程   

八 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要   

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態   

十▼ 当該申請に係る事業に係る資産の状況   

十一 誓約書   

十二 役員の氏名、生年月日及び住所   

十三 その他指定に関し必要と認める事項  

2 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第百十五条の  

二第一項の規定に基づき特定介護予防福祉用具販売に係る指定介護予防サービス事業者の指   

定を受けている場合において、既に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十号ま   

でに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略   

させることができる。  

3 法第七十条の二第一項の規定に基づき特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者の   

指定の更新を受けようとする者は、第一項各号（第三号及び第十一号を除く。）に掲げる事項及   

び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都   

道府県知事に提出しなければならない。   

一  現に受けている指定の有効期間満了日   

二 誓約書  

4 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事   

に提出している第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項   

に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。  

（指定介護予防福祉用具貸与事業者に係る指定の申請等）  

第百四十条の十二 法第百十五条の二第一項の規定に基づき介護予防福祉用具貸与に係る指定   

介護予防サービス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は   

書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。   

一 事業所の■名称及び所在地   

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職  

名   

当該申請に係る事業の開始の予定年月日   

四  

五  

六  

七  

ス等基準第二百七十三条第三項前段の規定により保管又は消毒を委託等により他の事業者  

に行わせる場合にあっては、当該他の事業者の名称及び主たる事務所の所在地並びに当該委  

託等に関する契約の内容）  

八 運営規程  
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